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2023 年 2 月 税務ニュース 

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税金についてご紹介したいと思います。 
 

税務 NEWS 
 

ご相談等ございましたらお気軽にお問い合わせください。 

中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

令和５年度税制改正大綱（２） 

令和５年度の税制改正大綱には、相続時精算課税制度の見直しや暦年課税における生前贈与の加

算期間の延長等も盛り込まれています。今月は、資産課税に関する改正内容の一部をご紹介します。 

 

１．相続時精算課税制度の見直し 

現行の制度では、60 歳以上の父母や祖父母等から、18 歳以上の子や孫等に対して財産を贈

与した場合に、その贈与者ごとに累計 2,500万円までの贈与に係る贈与税が非課税となり、超

えた部分について一律 20％の贈与税がかかります。 

   また、贈与者が亡くなった時の相続税額の計算では、相続時精算課税を適用して贈与した財

産を相続財産の価額に加算します(既に納めた贈与税相当額は相続税額から控除)。 

   相続時精算課税は、受贈者（子または孫等）が贈与者（父母または祖父母等）ごとに選択で

きますが、一度選択すると選択した年以後贈与者が亡くなる時まで継続して適用され、暦年課

税に変更することはできません。 

 【改正点】 

相続時精算課税を適用する者が受けた贈与に係るその年分の贈与については、暦年課税の基

礎控除とは別に課税価格から基礎控除 110 万円を控除することができます。 

令和６年１月１日以降に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用さ

れます。 

 

２．生前贈与加算の対象期間の延長 

   現行の制度では、相続開始前３年以内に暦年課税によって贈与を受けた財産がある時は、贈

与により取得した財産を相続財産に足し戻して相続税を計算します。 

 【改正点】 

   相続税の課税価格への加算期間が相続の開始前７年以内に延長されます。延長する４年間に

受けた贈与については、その財産の価額の合計額から 100 万円を控除した残額が相続税の課

税価格に加算されます。 

   令和６年１月１日以降に贈与により取得する財産に係る相続税について適用されます。 

改正後の相続時精算課税

110万円

累計2,500万円までは非課税

相続税の計算上、相続財産に加算

年間110万円までは非課税

相続税の計算上、相続財産に加算されない


